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社報タイトル「新生」は社内

で掲げる平成 27 年の標語で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行責任者 / 小 林 政 氏  

発  行  日 / 2015年 5月 1日 

参加無料！ 

 場 所 ： 川口リリア 音楽ホール 

 日 時 ： ６月９日（火） 

開 場 午後 ５ 時 ～ 

講 演 午後 ６ 時 ～ 

『地元企業の活性化と地域経済』 

～生き残りの道は、販路開拓～ 

 

先着６００名様！！ 

これまで多数のお申し込みをいただき、誠にありがとうございます。 

講師は日本テレビ系列「世界一受けたい授業」に出演されている有名な先生です。 

参加希望で申し込みがまだの方は、お早めにお申し込み下さい。 

皆様のご参加、心よりお待ちしております！ 

 

講 師  中 村 智 彦 氏   

No． 119 
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マイナンバー制度が始まります 

マイナンバー制度の概要 

○年金の資格取得や確認、給付 

○雇用保険の資格取得や確認、給付 

○医療保険の給付請求 

○福祉分野の給付、生活保護 など 

○税務当局に提出する確定申告書、 

 届出書、調書などに記載 

○税務当局の内部事務 など 

 

○被災者生活再建支援金の支給 

○被災者台帳の作成事務 など 

 

毎年 6月の児童手当の現況届の際に市町村にマイナ

ンバーを提示します。 

源泉徴収票などに記載するため、勤務先にマイナン

バーを提示します。 

勤務先は、従業員やその扶養家族のマイナンバー及び提出

者のマイナンバー又は法人番号を源泉徴収票等に記載し

て、税務署や市町村に提出します。 

給与のほか、報酬の受け取りの為に相手先企業へマイナンバーを提示します。 

平成 27 年 10 月から、マイナンバー（12 桁の個人番号）が通知されます。 

平成 28 年 1 月から、社会保障、税、災害対策の行政手続でマイナンバーが必要になります。 

マイナンバー（個人番号）とは、国民一人が 1つ持つ 12 桁の番号のことです。 

① 平成 27 年 10 月から、住民票を有する全ての人に、一人 1つのマイナンバー(個人番号)が通知されます。 

例えば、次のような 

場面でマイナンバー 

を使います。 

市町村から、住民票の住所にマイナンバーの通知が送られます。外国籍でも住民票のある方は対象となります。住民

票の住所と異なるところにお住まいの方は、お住まいの市町村に住民票を移してください。 

② マイナンバーの通知後に市町村に申請をすると、身分証明書や様々なサービスに利用できる個人番号カードが交付されます。 

個人番号カードに記録されるのは、券面に記載された氏名、住所、個人番号などに限られ、所得などのプライバシー

性の高い個人情報は記載されません。 

個人番号カードは、平成 28 年 1月から交付されます。 

市町村 

勤務先 

マイナンバーの通知 

〒簡易書留にて 
〒簡易書留にて 

〒簡易書留にて 

市町村 

〒簡易書留にて 

（裏面） 

（表面） 

住民票への住所へ送付 

自動的に交付されるものではありませ

ん。 

【出展：政府広報オンライン・内閣府ＨＰ】 
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個人番号カードについてのＱ＆Ａ 

マイナンバー制度のまとめ 

内閣府マイナンバー制度ＨＰ～よくある質問・個人番号カードに関する質問（抜粋） 

Ｑ 個人番号カードは、何に使えるのですか？通知カードとどう違うのですか？ 

Ａ 個人番号カードは、住民基本台帳カードと同様、ＩＣチップのついたカードを予定しており、表面に氏名、住所、生年月

日、性別（基本４情報）と顔写真、裏面にマイナンバー（個人番号）を記載する予定です。本人確認のための身分証明書と

して使用できるほか、図書館カードや印鑑登録証など自治体等が条例で定めるサービスに利用でき、また e-tax 等の電子申

請等が行える電子証明書も標準搭載されます。 

      一方、通知カードは、紙製のカードを予定しており、券面に氏名、住所、生年月日、性別（基本 4 情報）、マイナンバー

は記載されますが、顔写真は記載されません。なお、通知カード単体では本人確認はできませんので、併せて、主務省令で

定める書類（運転免許証等となる予定）の提示が必要となります。 

Ｑ 個人番号カードの取得は義務付けられるのですか？ 

Ａ 個人番号カードは申請により市町村長が交付することととしており、カードの取得は強制していません。他方で、個人

番号カードは、各種手続きにおけるマイナンバー（個人番号）の確認および本人確認の手段として用いられるなど、国民生

活の利便性の向上に資するものですので、政府としては、できるだけ多くの国民の皆様に取得していただきたいと考えてい

ます。 
Ｑ 個人番号カードの交付を受ける際の本人確認はどのように行うのですか？ 

Ａ 個人番号カードの交付を受ける際は、原則として、ご本人が市区町村の窓口に出向いていただき、本人確認を行う必

要があります。ただし、病気や障害などによりご本人が出向くことが難しい場合は、ご本人が指定する方が代わりに交付

を受けることができます。 

Ｑ 行政手続ではなく、レンタル店やスポーツクラブに入会する場合などにも個人番号カードを身分証明

書として使ってよいのですか？ 

Ａ 個人番号カードの券面には、氏名、住所、生年月日、性別（基本４情報）、顔写真が記載されており、レンタル店

などでも身分証明書として広くご利用いただけます。ただし、カードの裏面に記載されているマイナンバー（個人番号）

をレンタル店などに提供することはできません。また、レンタル店などがマイナンバーを書き写したり、コピーを取っ

たりすることは禁止されています。 

マイナンバーの取扱いの注意点 

まとめ・今後のスケジュール 

マイナンバーは一生使うものです。 

大切にしてください。 

マイナンバーは社会保障、税、災害対策の手続のために行

政機関などに提供する場合を除き、

むやみに他人に提供することはできません。 

平成27年 10月から  お手元にマイナンバーが通知されます。 

平成 28 年 1 月から  社会保障、税、災害対策の行政手続きでマイナンバーが必要になります。 

申請者には個人番号カードを交付します。 

平成 29 年 1 月から  マイ・ポータル（仮称）（情報提供等記録開示システム）が開始予定です。 

自宅のパソコンから様々な情報を取得できる個人用サイト 

住民票の住所に通知が届きます。 

住民票の住所と異なるところにお住まいの方は、

お住まいの市町村へ住民票の異動をお願いしま

す。 

 

 

【出展：政府広報オンライン・内閣府ＨＰ】 
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 復興特別法人税の 1 年前倒し廃止が平成 26 年 3 月 31 日公布の改正法に

より決定されました。また、同日公布の地方法人税法により地方法人税が創

設されました。これに伴い、平成 26 年 10 月 1 日以降に開始する事業年度

から、法人税の納税義務のある法人は、地方法人税の納税義務者となり、地

方法人税確定申告書の提出が必要となります。なお、地方法人税確定申告書

の提出は法人税確定申告書と同時に行うこととなります。 

地方法人税の額は、課税標準法人税額に 4.4％の税率を乗じた金額です。 

 

 この度の改正により、法人税の税率が 23.9%（改正前 25.5%）に引き下げ

られました。なお、中小法人等の軽減税率の特例（所得金額年 800 万円以

下の部分に対する税率を 19%から 15%に引き下げる措置）については 2 年

間延長されました。つまり、中小法人等においては所得金額が年 800 万円

を超える部分について、税負担が軽減されることになります。 

この改正は平成 27年 4月 1日以降開始事業年度より適用されます。 

詳しくは弊社担当まで 


